
⼩学館 ⼈権⽅針 
 
⼩学館（以下、「当社」）は、すべての事業活動において⼈権の尊重を基盤に据え、出版⽂
化を担う企業としての社会的責任を誠実に果たすために、「⼩学館 ⼈権⽅針」（以下、「本
⽅針」）を策定します。 
すべての役員及び従業員は、国際規範にもとづく⼈権尊重の精神を深く⼼に刻み、「こと
ば」と「表現」という仕事の原点を通して⼈々の⼼情に配慮しながら、その責務を胸に本
⽅針を実践してまいります。 
 
１．適⽤範囲 
本⽅針は、当社のすべての役員及び従業員に適⽤します。 
また、当社の事業に関わるビジネスパートナーやサプライヤーにも本⽅針の主旨をご理解
いただき、⼈権尊重への協働を求めます。 
 
２．⼈権尊重へのコミットメント 
当社は、すべての⼈が尊厳を有し、平等に尊重されるべき存在であるという基本的価値観
のもと、事業運営におけるあらゆる場⾯で⼈権を尊重します。 
また、当社事業活動が⼈権に影響を及ぼし得ることを真摯に受けとめ、とりわけ、児童・
⻘少年の権利の保護、性暴⼒・性加害の防⽌、⼥性の権利の尊重、あらゆる差別の禁⽌、
ハラスメントの根絶、プライバシーと表現の⾃由の尊重、を重要な⼈権課題として位置付
け、権利侵害の防⽌と権利の保護に努めます。 
 
3．国際規範及び法令の遵守・尊重 
当社は、事業活動を⾏う国や地域の法令を遵守するとともに、「国際⼈権章典」（※１）「労
働における基本的原則及び権利に関する ILO 宣⾔」（※２）国連「ビジネスと⼈権に関す
る指導原則」（※３）「OECD 多国籍企業⾏動指針」（※４）など、国際的に認められた⼈
権規範を尊重し、必要な体制整備と実効性のある運⽤を推進します。 
 
４．ハラスメントの禁⽌ 
当社は、事業に関連するすべての場⾯において、個⼈の尊厳を傷つけ、安全で健全な環境
を損なうあらゆるハラスメント⾏為を容認しません。 
役職や⽴場を問わずすべての関係者に対し、厳格な禁⽌と予防・早期対応を徹底します。 
 
５．児童の権利侵害の防⽌ 
当社は、児童の安全・尊厳・プライバシー・成⻑発達を害する⾏為を⼀切許容しません。 
児童労働、強制労働、⼈⾝取引、性的搾取その他児童の権利侵害を防⽌するために必要な



措置を講じます。 
 
６．差別の禁⽌と多様性の尊重 
当社は、⼈種、⺠族、国籍、出⾃、宗教、信条、性別、性⾃認、性表現、性的指向、妊
娠・出産、育児、介護、障害等を理由とするあらゆる差別を禁⽌します。 
多様性を企業価値の源泉と捉え、互いの違いを認め合い、誰もが能⼒を発揮できる組織づ
くりを推進します。 
 
７．コンテンツ関連事業による⼈権尊重 
当社は、表現の⾃由を尊重しながらも、企画・制作・提供の各段階において、プライバシ
ーを含む基本的⼈権に配慮します。 
ことばや表現が社会に与える影響の⼤きさを⾃覚し、⼈権尊重の向上に資する表現を追求
します。 
 
８．⼈権リスクへの対応と救済 
当社は、事業活動に伴う⼈権リスクを把握し、予防・軽減・是正に努めます。 
万が⼀⼈権侵害が発⽣した場合は、被害者の安全と尊厳を最優先に、事実調査・被害抑
⽌・再発防⽌・必要な⽀援などの対応を迅速かつ誠実に⾏います。 
特に性加害や児童・⻘少年が関わる事案では、外部専⾨家とも連携し、児童・⻘少年の権
利と尊厳を確実に守るために必要な配慮と措置を講じます。 
また、役員・従業員および関係者への継続的な⼈権教育を⾏い、本⽅針を定期的に⾒直
し、その取組状況を適切に開⽰します。 
 

※１ ⼈権に関する国際的な基本⽂書の総称で、「世界⼈権宣⾔」と、それを法的に具体
化した 2つの国際⼈権規約で構成される 

※２ 国際労働機関（ILO）が採択した、労働における基本的な権利と原則を定めた国際宣
⾔ 

※３ 国連⼈権理事会が承認した国際原則。企業に、⼈権を尊重する責任を果たすため
に、⼈権への負の影響の評価・対処、適切な救済などを求める 

※４ 経済協⼒開発機構（OECD）が策定した、責任ある企業⾏動のための国際指針 
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